
I． は じ め に

東日本大震災津波から１年が経過する。岩手県で

は，この大震災で死者・行方不明者が５，９００人を超

え，家屋の倒壊も２４，７００棟余，産業被害・公共土木

施設被害が１兆円以上など，正に未曾有の大災害と

なった。

その復旧・復興に当たり，全国から本県の被災地域

に対して，物心両面にわたる御支援ならびにさまざま

な分野への技術職員の派遣など，多くの御厚情をいた

だいた。誌上を借り心より御礼申し上げる。

この大震災津波による本県の農地・農業用施設等へ

の被害は約６４０億円で，沿岸部ではリアス式海岸の

津々浦々に拓かれた貴重な農地７２５ha が甚大な被害

を受けた（口絵写真‐１，５，６）。また，内陸部におい

ても，平成２０年の岩手宮城内陸地震（８０１カ所）の

約６倍（４，７３６カ所）の被害が発生した。

本報では，東日本大震災による岩手県の被災状況と

対応を紹介する。

II． 初動対応―NSSによる被害状況調査

大津波によって被災した沿岸部の市町村では，言う

までもなく民生対応が最優先となり，農地や農業用施

設等に対する速やかな被害状況調査は難しい状況に

あった。

本県では，こうした８市町村の要請を受け，県

（OB含む），岩手県土地改良事業団体連合会，岩手県

土地改良設計協会および農村災害復旧専門技術者等に

よる官民協働の「農地・農業用施設災害復旧支援隊（通

称：NSS）」を平成２３年４月１日に初めて発動し，４

月１３日まで被害状況調査を行った。

４人１チームの現地踏査により被災箇所を特定しつ

つ，調査票への記録とGPSカメラでの撮影を行い，

最終的には水土里情報システムを活用しながら被害状

況を取りまとめ，関係市町村に提供した。これを基に

した市町村からの報告で，沿岸部の被害面積７２５ha

が明らかになった。

内陸部の市町村からの被害報告を含め，県全体の被

害状況（平成２３年１１月２５日）を表‐１に示す。

なお，“水土里情報システム”とは，岩手県土地改

良事業団体連合会が所有し，航空写真や公図，道水路

等の施設などの地図情報に所有者や地目，面積，作物

等の農地に関する情報を組み合わせて使うことができ

るシステムで，さまざまな情報をパソコン上で瞬時に

表示でき，また，目的に応じた着色図面等を簡単に作

成できるものである。本県では，被害状況調査に加

え，災害査定用の計画平面図や，国はじめ各方面への

各種の現地調査の説明資料，報告資料の作成にも活用

した。

III． 応急復旧―営農再開への応急的な取組み

大津波によって農地に流入したがれきの撤去（口絵

写真‐２）は，基本的に環境省事業で対応したが，作付

けに向けた除塩のため緊急を要する箇所（用排水路等）

については，災害復旧事業の応急工事で対応した。ま

た，がれきやヘドロの流入がほとんどなかった津波浸

水農地の一部では，農業改良普及センターと連携して

除塩対策を行い作付けしたところ，平年並みの収量が
みや こ た ろう せったい

確保された。なお，宮古市田老町摂待地区において

は，岩手県職員の有志でお手伝いボランティア“猫の
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表‐１ 農地・農業用施設等の被害状況【岩手県】
（単位：百万円）

工 種
内陸部 沿岸部 合計

箇所数等 被害額 箇所数等 被害額 箇所数等 被害額

農 地
２，９３０

（１，２２１ha）
１，７５５

１０，３９１
（７２５ha）

２１，４３１
１３，３２１

（１，９４６ha）
２３，１８６

農業用
施設 １，７６８ ２，１４３ １，８８９ ４，３７５ ３，６５７ ６，５１８

農業集落
排水施設 ３８ ５８３ ３ ４３２ ４１ １，０１５

農地海岸
保全施設 ― ― １０ ３３，２００ １０３３，２００

合 計 ４，７３６ ４，４８１ １２，２９３ ５９，４３８ １７，０２９６３，９１９
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手貸し隊”を結成し，除塩に必要な水みちを確保する

ため，農家の方々と一緒に農業用水路の排土作業を

行った（口絵写真‐３）。

破堤や地盤沈下した農地海岸保全施設については，

高潮などによる二次災害を防止するため，締切高さが
よしはま お とも

不足する吉浜（大船渡市），小友（陸前高田市）およ
しもあらかわ

び下荒川（釜石市）の３海岸で，５年確率波の高さ（TP

＋２．０～TP＋３．１）まで大型土のう等による仮締切を

行った（口絵写真‐４）。

内陸部においても，用水確保や生活排水処理のた

め，「査定前着工」制度を活用し，農地・農業用施設

（パイプライン等３０４カ所）や農業集落排水施設（４カ

所）の応急工事を実施した。

IV． 復 興 計 画

本県は，平成２３年８月に「岩手県東日本大震災津

波復興計画（平成２３～３０年度）」を策定した。この

計画は，科学的，技術的な知見に立脚し，被災市町村

等の復興を長期的に支援するもので，沿岸地域をはじ

めとした岩手県全体が，震災を乗り越えて力強く復興

するための，言うなれば未来設計図といえる。策定に

当たっては，被災住民・市町村の意見等を踏まえなが

ら，「岩手県東日本大震災津波復興委員会（委員長：

藤井克己岩手大学学長）」をはじめとする県内外の専

門家，学識経験者からの提言を得て，目指す姿を「い

のちを守り 海と大地とともに生きる ふるさと岩

手・三陸の創造」とし，復興に向けた３つの原則，

「安全の確保」，「暮らしの再建」，「なりわいの再生」を

掲げた。

「なりわいの再生」とは，生産者が意欲と希望を持っ

て生産活動を行うとともに，生産体制の構築，基盤整

備，金融面や制度面の支援により地域産業の再生を図

ろうとするものである。農業分野では，早期の営農再

開に向けた農地等の復旧を進めるとともに，沿岸の地

域特性を生かした「園芸産地の形成」，地域の防災対

策や地域づくりの方向性を踏まえた「農業生産基盤」

や「農村生活環境基盤」，「海岸保全施設」の復旧・整

備を推進することとしている。

V． 復旧・復興に向けた基本的考え方

１． 農地・農業用施設

農地・農業用施設の復旧は，甚大な被害を受けた沿

岸８市町村の要請を踏まえ，県が事業主体となり「県

営災害復旧事業」を実施する。その際，「なりわいの

再生」に向け，以下の考え方の下に農地・農業用施設

等の復旧・整備を進める。

① 可能な限り早期の営農再開に向けて，国の災害

査定が終了したところから順に，除塩を含め農

地・農業用施設の復旧工事に着手

② 沿岸地域の特性や地域づくりの方向性を踏ま

え，生産性・収益性の高い農業の実現を図るた

め，災害復旧と一体的に進める圃場整備の導入を

推進（図‐１）

２． 農地海岸保全施設

農地海岸保全施設の復旧は，本県が主催する「岩手

県津波防災技術専門委員会」の意見を踏まえ，関係市

町村や地域住民と協議のうえ堤防高を決定するととも

に，津波が堤防を越流した場合でも壊れにくい（粘り

強い）構造とする。

（１） 堤防高さ 今次を含む過去の津波の中から，

発生の可能性が高い地震等の津波シミュレーションに

より，数十年から百数十年の頻度で発生している津波

を設計津波群（「頻度の高い津波」と定義）として設

定し，その水位を前提に海岸の利用や環境，景観，経

済性，維持管理の容易性などを総合的に考慮して，

「頻度の高い津波」を溢れさせない堤防高さを設定（こ

の際，所管省庁間や隣接海岸で整合性を確保）する。

一方で，「最大クラスの津波」に対しては，住民の

避難を軸に，土地利用，避難施設の整備などソフト・

ハード対策を組み合わせた「多重防災」で対応する。

（２） 構造 設計対象津波高を超える津波が発生し

堤防を越流した場合でも，堤防が破壊，倒壊するまで

の時間を少しでも長くする粘り強く壊れにくい工夫を

施す。

図‐１ 災害復旧と一体的に進める圃場整備【イメージ】
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VI． 執行体制の強化―各県等職員の応援

発災直後から，甚大な被害を受けた沿岸部に対し，

内陸部から技術職員を配置転換するなど体制の強化に

努めたが，膨大な災害復旧業務を本県職員のみでは対

応しきれないことから，国や各県等に災害対応職員の

派遣を要請した。この結果，平成２３年度は４農政

局，北海道開発局および３０道府県から延べ１４８人の

職員を派遣していただいた。派遣元ならびにおいでい

ただいた職員の皆さまには，重ねて御礼申し上げます。
おおふな と

派遣された職員は，沿岸部の大船渡農林振興セン
いちのせき

ターと宮古農林振興センターに加え，内陸部の一関

農村整備センターにおいて，災害復旧事業の導入に向

け，査定設計書や発注設計書の作成，また，時には災

害査定の現地対応もしていただいた。災害査定は，１２

月２２日までにすべて（１，０７４件）が終了し，年明け

からは復旧工事の発注が本格化した。

VII． 災 害 査 定

災害査定は，５月３０日から１２月２２日までの期

間，１週間を単位として２３次，計５１班の体制で行わ

れ，延べ１０２人に及ぶ査定官（農水省），立会官（財

務省）は，全国の農政局，財務局からの派遣であった。

また，それぞれの査定班に随行する県立会は，本庁の

みでは対応できないことから，内陸部の県出先機関か

ら職員を動員して行った。査定結果を表‐２に示す。

１． 農地・農業用施設

農地・農業用施設については，今回の大震災津波に

よる甚大かつ広範な被害の状況にかんがみ，災害査定

事務を迅速に処理するため，国から本県を含む被災６

県に対して，査定の簡素化が通知された。具体的に

は，①申請額５，０００万円未満の被災箇所について総

合単価を認めること，②申請額３，０００万円未満の被

災箇所について，机上査定によることができること，

③水土里情報システム等のGIS や航空写真の活用に

より，計画概要書添付図面を簡素化し，標準断面図に

より積算することができること，などである。

本県では，総合単価や机上査定は適用しなかった

が，水土里情報システムを活用して計画平面図の作成

を効率的に行った。加えて，水路および農道の横断図

作成のための横断測量では，通常は“２０mごとに測

定”とされているところ，“起点，中間点，終点の３

点”とし，また，堆積土砂の厚さの測定は，“１０a当

たり９～１５点”とされているところ，除塩事業の際

の塩分濃度測定基準である“２０ha 当たり１点を”適

用して，査定事務の簡素化を図った。

２． 農地海岸保全施設

農地海岸保全施設については，１０海岸で堤防延長

が約３．６km，そのうち４海岸が全壊，２海岸が一部

損壊の計６海岸で約２．１kmが破堤した。また，すべ

ての海岸で地盤沈下（０．１～１．５m）が確認された。

海岸保全施設（海岸堤防等）は，農林水産部農村建設

課のほか，森林保全課，漁港漁村課および県土整備部

河川課が所管しており，それぞれの目的に応じて一連

の湾内（地域海岸）に所在することから，復旧に向け

た堤防高さの設定や構造の考え方については，庁内関

係課が連携して統一を図った。一定計画に基づく復旧

堤防高を表‐３に示す。

災害査定時点（平成２３年１２月）では，復旧堤防

高は決定していたものの，構造の詳細については調

整・検討中であったことから，査定は標準的な断面で

行った。

なお，水門，陸閘の復旧については，操作員の安全

確保の観点から，遠隔操作化が認められた。

VIII． 復旧・整備の取組み状況

１． 沿岸部

（１） 原形復旧 沿岸部では，被災した農地７２５ha

のうち，復旧対象は転用農地等を除く７１７ha，その

うち，がれきの仮置き場，まちづくり（土地利用）と

の調整，大量な客土が必要など工事に時間を要する地

域および圃場整備を検討している地域を除き，災害査

定後，順次，復旧工事に着手しており，除塩対策も含

表‐２ 災害査定結果【岩手県】
（単位：百万円）

工 種
県全体

査定件数 申請額 査定決定額 査定率

農 地
農業用施設
農業集落排水施設
農地海岸保全施設

５３９件
５０１件
１９件
１５件

１２，３５４
４，６６１
５０６

１９，４５５

１０，４６７
４，０４７
４９４

１９，２５２

８４．７％
８６．８％
９７．６％
９９．０％

合 計 １，０７４件 ３６，９７６ ３４，２６０ ９２．７％

表‐３ 海岸保全施設の復旧堤防高【岩手県】
（単位：m）

海岸名 市町村名 延長

堤防高
地盤
沈下量被災前

①
一定計画
②

差
②－①

野田
大沢
浦の浜
小谷鳥
本郷
下荒川
沖田
吉浜
合足
小友

野田村
宮古市
山田町
山田町
釜石市
釜石市
大船渡市
大船渡市
大船渡市
陸前高田市

４５８
１１８
５４１
３６７
２７２
３４８
１６３
６８９
２３８
５０２

１２．００
１３．７０
６．６０
８．００
１１．８０
１１．８０
４．５０
７．１５
９．００
６．１５

１４．００
１４．７０
１１．６０
１２．８０
１４．５０
１４．５０
１４．３０
１４．３０
１４．１０
１２．５０

２．００
１．００
５．００
４．８０
２．７０
２．７０
９．８０
７．１５
５．１０
６．３５

０．０９
０．５８
１．００
０．６８
１．００
０．８５
１．２０
１．２０
１．５８
１．００

計 ３，６９６
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め平成２４年春の作付け時期までに２２４ha（約３割）

の復旧を見込んでいる。

（２） 災害復旧と一体的な圃場整備 将来のあるべ

き地域営農の姿を見据えて，単なる原形復旧にとどま

らず，災害復旧と一体的な圃場整備を希望する地域に

おいては，水土里情報システムで作成した構想図を提

供しながら，県が地元の検討に参画した。こうした地

域を対象に，県が国の平成２３年度３次補正予算で創

設された「東日本大震災復興交付金」を導入すること

とし，平成２４年１月末に同計画に登載するととも

に，平成２４年度の事業着手に向け，関係市町村や地

域住民と話合いを続けている。

（３） 農地海岸保全施設 「粘り強い構造（津波が堤

防を越流した場合でも壊れにくい）」の考え方を踏ま

え，構造上の工夫を凝らしながら詳細設計を進めてい

る。具体的には，①裏法尻部に保護工を設置するこ

と，②裏法を緩勾配化すること，③被覆工を厚くする

こと，④部材間を連結し剥離しにくくすること，など

である。今後，設計が固まり用地買収等が整い次第，

復旧工事に着手し，おおむね５年以内の完了を目指

す。

２． 内陸部

内陸部では，市町村が事業主体となり，国庫補助事

業（農地等災害復旧事業）のほか，県単事業（小規模

農地等災害復旧事業）や市町村単独事業により，３９１

ha で復旧工事を進めており，復旧工事に時間を要す

る約１ha を除いて，平成２４年春の作付け時期まで

に復旧する見込みである。

IX． 今後の取組み

本県では，平成２４年を「復興元年」と位置付け，

東日本大震災津波の復旧・復興対策に最優先で取り組

むため，人材（職員）と予算を重点配分し執行体制を

強化する。加えて，農地等災害復旧業務は，平成２３

年度以上に膨大な業務量となり，本県職員のみでの対

応は困難であることから，農林水産省や全国知事会を

通じて各県等に職員の派遣を再度要請している。

沿岸部においては，県が事業主体として実施する農

地・農業用施設および農地海岸保全施設の「災害復旧

事業」や災害復旧と併せ行う「農地整備事業」が，平

成２４年度から本格化する。具体的な業務としては，

工事の設計積算や発注，工事監督に加え，その前工程

として，次の２つが挙げられる。①農地海岸保全施

設については，用地買収・補償や各種協議，②復旧と

一体的に行う圃場整備については，土地改良事業計画

の樹立など法手続きや実施設計，換地などである。

とりわけ，用地買収・補償に関する地権者との交渉

や，土地改良事業計画樹立に向けた農家との合意形成

には，事業主体として，より丁寧な対応が求められる

一方，早期復旧・整備を実現するため，スピード感を

持って取り組むこととしている。

また，この度の未曾有の災害とその復旧・復興対策

については，希少な経験知として確実に記録に留め全

国に発信するとともに，次代にしっかり継承していく

ことが責務と考える。平成２４年度からは，復旧・復

興対策を着実に進める一方で，発災直後の被害状況把

握から始まった平成２３年度の一連の取組みを検証し

ながら，“記録誌”の編纂に向けた準備を開始する。

X． お わ り に

マグニチュード９．０の大地震とそれに伴う巨大津

波は，かつて経験したことのない大災害となった。こ

の一年，筆舌に尽くしがたい状況を目の当たりにし

て，私たち県民一人ひとりの胸には，「人の命が失わ

れるような津波被害は今回で終わりにする」という決

意と，災害の苦しみ，悲しみを乗り越え，「安全に暮

らし働くことができる社会」を取り戻そうとする思い

があふれている。

東日本の広範囲にもたらされた甚大な被害からの復

興は，国家的な課題と位置付けられるものであり，そ

の道のりは決して平坦ではない。しかし，被災した地

域では，全国から数多くの励ましやご支援を支えに力

強く歩みだしており，この大震災津波を県民一丸と

なって乗り越え，「ふるさと岩手・三陸の力強い創造」

に向け，希望を抱きながら復旧・復興に取り組んでい

く。

最後に，本県では，東日本大震災津波からの復旧・

復興をテーマとした「２０１２ため池フォーラム in いわ

て」を７月に開催する。現地見学会では，被災地の

復旧・復興に向けた取組みも視察いただくこととして

おり，皆様のお越しをお待ちしている。

〔２０１２．２．２４．受稿〕

佐々木 忍 略 歴
１９６３年 岩手県に生まれる

１９８６年 岩手大学農学部卒業

１９８６年 岩手県入庁

２０１１年 農林水産部農村建設課

現在に至る

鎌田 裕
１９６０年 秋田県に生まれる

１９７９年 秋田工業高等学校卒業

１９９０年 岩手県入庁

２０１０年 農林水産部農村建設課

現在に至る
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